矛盾を露呈し始めた香港の「一国二制度」構想 : 香港の抗議運動で暴徒化する若者の政治的背景 by 中園 和仁 & Nakazono Kazuhito






























































1　Beijing should clarify what happens to Hong Kong after 2047, to ease the fear and uncertainty, 



















に重点が移る最初の転換点は、2003 年 7 月の香港返還 6 周年記念で発生し
た「国家安全条例」の導入に反対する 50 万人デモの前後である。また、第
2の転換点は、2014 年 9 月、公正な行政長官直接選挙を要求する学生デモ「雨






































　1982 年 11 月に、廖承志香港マカオ弁公室主任は香港からの代表団に対し
2　Wong Man Fong, “China’s Resumption of Sovereignty over Hong Kong,” The David C. 



































































































会議席構成は、「1 人 1 票」の直接選挙では民主派が親中化を上回るものの、
操作可能な間接選挙である職能代表選挙では、財界を含む親中派が民主派を
圧倒するため、親中派が立法会で過半数を占めやすい形になっている。
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表１ 立法会議席構成（ －  年）
年度 直接選挙 職能代表選挙 選挙委員会 合計
表２ 立法会民主派・親中派別議席数




























































う 1 つは、2007 年以降の香港の民主化に制限を設けるものであった。銭副
首相は香港の選挙制度に言及し、「職能代表別選挙の枠組みは残すべきであ







面から関心が寄せられていた。そもそも基本法 23 条は、1989 年の「天安門
7　Leo F. Goodstadt,” Uneasy Partners, The Conflict Between Public Interest and Private Profit 
in Hong Kong, Hong Kong University Press, 2005, p. ⅶ
Op. cit., “Uneasy Partners,” p. ix














23 条立法化に着手せず、事実上棚上げにしてきた。しかし、返還から 5 年
が経ち、2 期目の董建華政権が発足する直前に、銭其琛副首相が「基本法 23





　2002 年 9 月 24 日、特区政府は基本法 23 条の実施に関する諮問案を発表









9　呉靄儀著、『23 条日誌』、臺出版有限公司、2004 年 7 月、序文




　政府の「国家安全条例」の動きに呼応して、12 月 15 日には、民主派政党、
民主活動団体、キリスト教団体などの反対派が、デモを決行し、主催者側発
















月 9 日夜には、抗議集会で、5 万人の群衆が立法会議事堂の周囲を囲み、混
乱は続いた。

















































　2 月に、香港カトリック教会が行った世論調査によると、14 歳から 24 歳
の世代の約 90％が行政長官選挙に普通選挙を導入することに賛成し、約
94％が 2008 年の立法会選挙で普通選挙を実施することに賛成であった。
2004 年元旦には、10 万に上る群衆が通りに押し寄せ、「2007 年の行政長官
普通選挙」と「2008 年の立法会普通選挙」の実施を求めた。
　また、2004 年 3 月の中文大学の民意調査によると、香港住民の 68.7％が













第 3 期には 30 議席にし、以後漸進的にすべて普通選挙を実施する」と規定








および 4 期目に当たる 2008 年の立法会選挙については、普通選挙を実施で
きる可能性が生まれるため、その期待が香港市民の間にも高まっていた。
　香港の普通選挙要求の高まりと圧力を受けて、2004 年 4 月 15 日、董建華









　そして、2004 年 4 月 26 日、中国の全国人民代表大会はついに香港市民の
普通選挙要求に対して、基本法の「解釈権」を根拠として、2007 年の行政長官、
および2008年の立法会に普通選挙を導入しないことを決定した 14。この決定












　そして、2007 年 3 月 25 日の第 3 期行政長官選挙では、民主派が求めた普
通選挙は実現しなかったものの、公民党の梁家傑立法会議員が出馬し、132














と述べた 16。しかし、胡主席のこの発言は、2012 年に 2の普通選挙を実施す
ることに同意を与えたものではなかった。
　続いて、2007 年 11 月 18 日には、香港の 18 地区の区議会選挙が実施され
たが、投票率は 2003 年時点より 6％下がったものの、投票者数は過去最高







15　藍薔薇「不譲特首選挙変等額選挙」争鳴、2006 年 12 月号、66 頁。
















　その後、12 月 12 日、諮問期間を経て、曾蔭権行政長官は「香港特別行政
区政制発展諮問状況」」、および 2012 年行政長官選挙と立法会の方法の改正
の是非に関する報告」を発表した。そして、全人代常務委員会はこの報告
を受けて、29 日、「香港特別行政区 2012 年の行政長官と立法会の選手方法、
および普通選挙問題に関する決定」を通過させた。この決定により、2012
年の行政長官、およびと立法会の選挙方法を改正することは認めたものの、









17　譚天媚「輸家変家之背後」亜州週刊、2007 年 12 月 2 日、34 頁。














































































































































民全体に対する世論調査では、返還後１年足らずの 1998 年 4 月には「実
行されている」が 46,7%、「実行されていない」が 14,5% であったのに対









を 2,0 として、1999 年 4 月には 80、90 年代生まれの若者が 2,30 で、その他
の世代 2,38 となっており、評価はほぼ同じであり、それぞれ信任のレベル
が高いことが示されている。しかし、2004 年 4 月には、「一国二制度・港人
22　Chin Kwan Lee and Ming Sing ed., “TAKE BACK OUR FUTURE Eventful Sociology of the 





となった。そして、2014 年 10 月になると、その他の世代が 2,08 と基準値を
























23　鄭宏泰、尹實珊著、『香港新青年』、香港中文大学亜太研究所、2019 年、117 － 120 頁の統計
資料を参照。






















2019 年 4 月 24 日には、西九龍裁判所は、「占中」を扇動した罪で発起人の
戴耀廷、陳建民、朱耀明に 16 ヶ月、李永達らに 8 ヶ月の禁固刑を言い渡し
た。結局、真の行政長官普通選挙を求めた「占中運動」、いわゆる「雨傘革命」
における真の普通選挙要求は受け入れられることなく挫折した。















中派議員 8 票賛成、民主派議員 28 票反対で、政治改革法案は予想もしない



















26　 江迅、「『後政改時代』、新路線出爐？」『血色旺角前世今世』、明報出版社、2016 年、209 － 211 頁。






























28　Hong Kong Policeman testifies he felt ‘life was in danger’ during Mong Kok riot, South 
China Morning Post, 8 June 2017










月 24 日、「香港衆志」(Demosisto) が結党宣言を行い、「自発、自立、自主、
自決」を全民投票動員の基礎として、10 年内に全民投票を推進し、香港独
















　ところで、行政長官の普通選挙が棚上げされる一方で、2016 年 9 月 4 日
30　‘Last governor of Hong Kong Chris Patten calls on Britain to speak up when ‘one country 







に実施された立法会選挙（定数 70 議席）では、民主派は全体で 24 議席を獲
得し、親中派は 40 議席を獲得した。2012 年の選挙で、直接選挙枠で 18 議
席を確保していた民主派は、5 議席減らし、13 議席となり、親中派は 17 議









　親中派 40 議席に対し、民主派と急進勢力の合計は 30 議席となり、これは
政府が提出する重要法案、例えば「国家安全条例」などの方案を否決できる












34　‘Rise of localist in Hong Kong polls set to bring headaches for Beijing, Analysts say,’ South 
China Morning Post, 5 September 2016.










　そして、2017 年 3 月 26 日には、かつて予定されていた普通選挙ではなく、
1200 人からなる「指名委員会」の投票により、第 4 代行政長官選挙が実施


























　2003 年の 50 万人大規模抗議デモの結果、「国家安全条例」の導入は棚上






















37　「中央画港独紅占　応対須拿捏分寸」、明報社説、2017 年 3 月 9 日。
38　「王振民：未来 5年不宜啓政改、『明報』、2017 年 4 月 23 日
39　Chinese state leader Zhang Dejiang announces Beijing’s plans to tighten a grip on Hong 





























































































41　2018 年 4 月 1 日付け『人民日報』海外版、
42　Can Benny Tai be prosecuted for independence remarks under Hong Law? ‘No, experts 





























































2019 年 2 月に、香港との間に犯人引き渡しの合意がない中国やその他の国
45　‘Ban on Hong Kong Nationalist Party over ‘armed revolution’ call met with both cheers 










































　ところで、警察と若者の間で激しい衝突が続く中で、2019 年 11 月 24 日、
区議会選挙が実施されたが、投票者数が前回と比べて 294 万人と倍増した。
そして、選挙結果は、得票率では民主派が 57％、親中派が 41％だったが、















46　‘Two months on and nearly 2,000 rounds of tear gas later, what do Hong Kong’s extradition 
bill protesters really want?’ South China Morning Post, 9 August 2019.
47　After half a year of anti-government unrest, ‘800,000marcherrs’ take to Hong Kong streets,’ 




























48　‘Will ‘one country, two systems’ survive after 2047? South China Morning Oost, 23 Jan 2020.
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